	バー（深夜酒類提供飲食業）


足元の売上高は横ばいで推移するものの、酒類等の仕入原価が上昇しており、売価への転嫁など対応が十分に採れていない事業者の収益を圧迫している。
かつて市場を支えていた法人の交際費等支出額が減少したことで、個人客へのシフトが進んでいる。そのなか外国人客への対応が業績に大きく影響している。
業界概要

飲食業のうち、主に酒類を提供する事業所は、日本標準産業分類の7661「バー，キャバレー，ナイトクラブ」に分類される。このカテゴリに含まれる店舗の呼称としては、一般的にクラブ、ラウンジ、スナック、バー、ナイトクラブ、キャバレーなどがあり、さらに細分化されたスポーツバー、ワインバー、シガーバーなどがある。これらの事業所は、その事業内容等により営業許可が異なる。接待サービスが伴うクラブ、ラウンジ等は、風俗営業の許可が必要となる。またダンスフロアなどの遊興設備を持つナイトクラブなどは、特定遊興飲食店営業の許可が必要となる。これらのいずれにも該当しない店舗は、一般的にバーと呼ばれるが、午前０時を超えて営業する場合は、深夜酒類提供飲食店営業開始届の提出が必要となる。
本調査では、主に深夜営業を行うバーを対象とする。なお、バーは他の飲食店に比べ小規模、小資本でも出店できるため、小規模な事業者が中心（国税調査によるとバーテンダーの44.5％が経営者となっている）であり、参入退出も多いという特徴があり、その実態を把握しにくい業種である。その一方で、バーは、インバウンド市場の課題として認識されはじめたナイトタイムエコノミー（夜から深夜にかけてのサービス等の経済活動）の充実において、一翼を担う業種である。
大阪の地位と特徴
大阪のバー・キャバレー・ナイトクラブを合わせた事業所数は、5,522事業所であり、従業者数は20,228人（総務所「平成28年経済センサス活動調査」）となっている（図表１）。それぞれの全国に対する構成比は、事業所数は5.8％、従業者数は5.9％である。また2009年から2016年の増減をみると、全国で事業所数は24.6％減、従業者数は27.8％減と、それぞれ減少しているが、大阪ではそれぞれ34.9％減、35.0％減と、いずれも減少幅は全国を上回っている。
一般的にバーの立地特性として、ビジネス街の近くや交通の要所など都心部に集中する傾向がある。府内では大阪市内の北新地及び難波周辺などが代表的な集積地である。なかでも北新地の歴史は古く、元禄元年に町割された「堂島新地」に、役人や商人たちを相手に栄えた遊所地がはじまりとされている。
売上高は全体としては横ばい
食の安全・安心財団の調査によると、バー・キャバレー・ナイトクラブの全国の市場規模は、バブル経済期前後（ピークは1992年の約３兆７千億円）をピークに減少し、その後2012年を底に、近年はやや横ばい傾向にある（図表２）。業界関係者は、こうした市場規模減少の背景に、企業の交際費等の経費減少が大きく影響しているという。国税庁が公表する交際費等支出額（以下、交際費支出）はピークの1992年には６兆２千億円超であったが、その後の景気の後退や交際費支出に対する税制改革などの要因から、2017年にはおよそ４割減の３兆８千億円となっており、大筋では市場規模の推移と整合する。しかし近年は、交際費支出は回復傾向にあるものの、市場規模は横ばいとなっている。これについて事業者からは、バーの主要顧客が、交際費支出の減少とともに法人客から個人客へとシフトしているため、との意見を聞くことができた。
また足元の業績では、顧客数、売上高ともに横ばいとの回答が多い。そのなか近年、個人客の行動に変化を感じるとの意見もある。バーの顧客は仕事帰りに来店することが多く、従来は金曜日に来店が集中していた。しかしハッピーマンデー制度導入以降、３連休が増え、旅行など休日の朝から予定を組む人が金曜日の飲酒を控えるようになり、平日との客数の差がなくなったという。同様に今年の長いゴールデンウィークは、売上の足を引っ張ることになったとの声も多い。
一方で、なんばなど外国人旅行者の往来が増えている地域では、それを業績向上に繋げている店舗もみられる。たとえば、外国人にも分かりやすくするため、メニューを英語表記したり、チャージなどの料金システムの説明を徹底したりする店舗もある。さらに外国人客がSNSの口コミで店舗を選択する傾向があることから、動画映えするように、バーテンダーのテクニックをショーアップして見せたり、店舗名が入るように撮影したりといった、工夫している。こうして外国人向けに対応することで、大幅に業績を伸ばし、バブル経済期以上の売り上げを達成している事業者もいる。
食品や酒類の原価上昇が収益を圧迫している
公益社団法人全国生活衛生営業センターが公表する2018年の社交業の仕入原価をみると、すべての月で前年同月を上回っていた。相次いだ自然災害による野菜等の価格上昇のほか、主力の酒類でも原価が上昇している。近年、日本製のお酒に対する世界的評価が高まったことで海外需要が急増し、酒類の輸出額が7年連続で過去最高を記録している（国税庁「酒レポート平成31年3月」）。なかでも人気のウイスキーは、仕込みから完成までに数年を要するため品薄状態が続いており、入手困難な商品もでてきている。こうした原価上昇に対して、販売価格を引き上げる事業者もいるが、それができない事業者では、レシピを工夫するなどで、材料コスト削減に取り組んでいるが、十分に対応ができず収益を圧迫する要因となっている。
同様に、10月に迫った消費税率引き上げに対しても、価格転嫁できる事業者もいるが、そうでない事業者で対応に苦慮している。例えば、特にコース料金を税込みで切りの良い価格にしている場合、増税分を反映することが難しく、結果、事業者負担となり、収益が圧迫されると予測する事業者もいる。

技能者であるバーテンダー確保が鍵
店の顔となるバーテンダーには、お酒の知識やカクテルを作る技術に加え、客とのコミュニケーション能力が求められる。大阪府では、技能者表彰制度「なにわの名工」においてバーテンダーを職人として表彰している。いわゆるオーセンティックバーなど格式を重んじる店舗では、徒弟制度が残っておりバーテンダーは数年経験を積むと独立していく。そのため一定期間ごとに新たなバーテンダーを採用することが慣例となっている。近年、日本のバーテンダーが世界大会で好成績を収めるなど注目が集まっており、人気の職業ともみられているが、少子化などから数は増えておらず、バーテンダーの確保は１つの課題となっている。
他の飲食店と同様に、バーでも店舗スタッフの人材不足感は強い。立地条件や店の知名度などの条件によっては例外もあるが、多くの事業所では、人材確保のため、給与水準を引き上げるなどの対策を講じている。
商品品揃えのための長期資金が必要

バーテンダーが客の好みに応じた商品を提供するには、人気のお酒や高級酒、知名度は低くとも特徴のあるお酒など豊富な商品ストックが必要となる。しかし高級酒や特徴のあるお酒は、品揃えとして必要となるものの、提供機会が少ないこともあり、資金回収には時間を要する。そのためバー経営では、こうした商品ストックのための長期資金が常に必要となる。

外国人旅行者の対応は地域に大きな差がある
既述のとおり、外国人旅行者が多く訪れる地域では、それを上手く取り込み業績を伸ばす事業者もいるが、小規模事業者が多いバーでは、外国人の受け入れ準備ができていない事業者も少なくない。そのため大阪府からは「多言語メニュー作成支援ウェブサービス」、また金融機関からは、指差しでコミュニケーションできるツールや外国人客をもてなすためのガイドブックなどが配布されている。業界団体でも、インバウンド需要を取り込むため、こうしたツールを活用やセミナーなどにより、各事業者への支援を行っている。
一方、同じ大阪市内でも北新地周辺など、外国人旅行者の往来があまりない地域もある。こうした地域では、外国人旅行者の呼び込みに関心が高まる一方で、地域や店舗の雰囲気が変わってしまうのではないかと懸念する声もあがっている。こうした地域のバーでは、今後の事業展開において重要な局面を迎えているとみられる。
今後の見通し
かつて業界を支えていた企業の交際費支出はやや上昇傾向にあるが、バブル経済期の水準に戻るとは考え難い。そのため各事業者では、法人客ではなく個人客の確保を重視するようになってきた。そのなか近年、増加する外国人旅行者の重要性が高まっている。今後、大阪では2019年にラグビーワールドカップ、2021年ワールドマスターズ、2025年の大阪・関西万博などの国際イベントが予定されており、その間にIR（統合型リゾート）の開業も見込まれている。業界では、こうした国際イベント等により、来阪外国人の多様化や富裕層の増加など、新たな顧客が増えることに期待が高まっている。一部の地域ではこうした将来を見据え、地域の事業者と住民が一体となったまちづくりに取り組む動きもみられる。このように社会の大きな変化のなかで、業界では新たな取組みも始まっている。
（越村　惣次郎）
図表１　バー・キャバレー・ナイトクラブの推移
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（単位：事業所、人、％）
資料：総務省『経済センサス－基礎調査・活動調査』。
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図表２　バー・キャバレー・ナイトクラブの市場規模及び交際費等支出額の推移（全国）（単位：億円）
資料：食の安心・安全財団『外食産業市場規模推移』及び、国税庁「会社標本調査」。
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